

	別紙様式５
介護職員処遇改善実績報告書(平成２２年度)
和歌山県知事　　　　　　　　　様
①
平成２２年度分交付金受給総額
２，７５０，０００ 円
②
交付金による賃金改善実施期間
  　　　　平成２2年　３月　～　平成２3年　２月
③
介護職員常勤換算数(②の期間の総数)
　　　１３５．0人（小数点第２位切り捨て）
④
介護職員に支給した賃金額(②の期間の総数)
２５，６１２，５００ 円
⑤
介護職員一人当たり賃金月額(④÷③)
１８９，７２２ 円
⑥
②の期間において実施した賃金改善の概要
(改善した給与の項目及びその金額等について具体的に記載すること)
　基本給として、H22年3月～H23年2月に、１５,000円（一人当たり）
増額､12月の賞与として30,000円（一人当たり）を増額して支払った。
交付金による職員の支払は、総額で、基本給分：2,025,000円、賞与分：
337,500円となっている。
⑦
⑥に要した費用の総額(法定福利費等を含む)
２，８２８，７２５ 円
⑧
他都道府県の事業所等の介護職員の賃金改善
の原資として充当した額
０ 円
⑨
⑦のうち、他都道府県の事業所等が交付
を受けた交付金を原資として改善した額
０ 円
⑩
賃金改善所要額(⑦＋⑧－⑨)
２，８２８，７２５ 円
⑪
交付金余剰額(返還額)(①－⑩)
▲７８，７２５ 円
⑫
介護職員一人当たり賃金改善月額(⑦÷③)
                              　 ２０，９５3 円
　※　①については、別紙様式５(添付資料１)により内訳を添付すること。
　※　⑦については、積算の根拠となる資料を添付すること。(任意の様式で可。)
　※　⑧又は⑨について該当がある場合は、別紙様式５(添付資料２)を添付すること。

上記について相違ないことを証明いたします。
                                平成２３年　５月　１９日　　　(法 人 名)株式会社わかやま福祉サービス
                                                              (代表者名)代表取締役　和歌山　太郎         印



・毎月の常勤換算職員数を算出し、②の期間分（１２ヶ月分）の合計を記載すること。





申請時に計画書に記載した賃金改善の実施期間を記載すること。


（平成22年2月～平成23年4月の間の連続した12ヶ月）





平成22年4月から平成23年3月までに交付された交付金総額を記載すること。


県内の複数の事業所がある場合は、別紙様式５（添付書類１）に記載の上、添付すること。





②の期間に介護職員（兼務含む）に支払った賃金の総額を記載すること。賃金の種類は、基本給、賞与（一時金）、手当など、介護職員に支給した金額を記載すること。


この④の欄には、「健康保険料」等法定福利費の事業主負担分は含まない。








⑥の賃金改善に要した額に、法定福利費の事業主負担増加分を加えた額を記載すること。（積算内訳の添付が必要）





・介護職員処遇改善交付金により改善した賃金等の総額及び一人当たりの金額を明記すること。


・支給した賃金等の名称（基本給、手当、賞与、一時金など）を明記すること。





・県内のみで事業展開する事業者は、記入不要。


・⑧⑨に記載がある場合は、別紙様式５（添付書類２）に記載の上、添付すること。





法人名・代表者職名及び氏名を記載し、必ず押印すること。





【留意事項】


・介護職員に対して処遇改善交付金が交付されたかどうかを確認するために、決算書及び介護職員処遇


改善事業の充当明細書（『きのくに介護ｄｅネット』に掲載）等を添付すること。


・申請が法人単位の場合は、法人の決算書等、事業所単位の場合は事業所の決算書等を添付すること。


（決算書の案でも可。）


・処遇改善交付金に係る収入及び支出について、収支の内容を明確にした証拠書類を整理しておくこと。


（事業終了後５年間保存）








印











